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１ はじめに
中央教育審議会答申（１９９９）「初等中等教育と
高等教育との接続の改善について」（以下「接続
答申」とする）が出されて久しい。この間、高等
学校（以下「高校」とする）ではキャリア教育の
推進が重視され、学校の実態に応じた多様な教育
実践が展開されている。しかし、教育現場ではさ
まざまな実践にともなって生じる課題について、
その解決に向けたプロセスが明らかになっていな
いのが現状である。「接続答申」のなかでは、自
己の個性を理解し、主体的に進路を選択する能
力・態度を育てる教育の必要性を訴えている。し
かし、文部科学省（２００５）の調査では、中学校か
ら高校への進学率は約９７．６％に達した現在でも、
進学校としての伝統を持つ高校や専門教育に特色
学校経営における高大連携の在り方についての一考察
―校内進路情報紙などからみる意識変化の実際―
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要 約
１９９９年、中教育審議会答申において「高大接続」が強く打ち出された。一方、高校では学
校の特色化が求められているが、いわゆる中堅校では学校の特色を鮮明に打ち出すことは困
難である。
都立 S高校では教職員のプロジェクトチームを編成して「高大連携」を推進し、２００８年
に高大連携を導入した。このことが生徒や教職員、生徒、保護者等にどのような影響を与え
たかを分析し、今後の高大連携の在り方を考察した。
分析は、校内の進路情報紙である「進路指導室だより」から高大連携実施前後の紙面の分
析、過去５年間の学校評価を基に、「連携教育の必要性」や「学校生活の充実」などの項目
を分析、高大連携を体験した生徒の変化の分析の３点で行った。
その結果、「進路指導室だより」からは高大連携を契機に教職員の意識が変わり、その結
果紙面の記事数や行数が増え、内容も生徒のニーズに対応したものが多くなった。「学校評
価」からは高大連携を準備し、さらに実施に至った２年間で「学校外の連携」等の項目につ
いて、生徒とともに教職員の意識も変化し、肯定的な回答が増加した。同時に、高大連携に
参加した生徒２８名の多くに、「目的意識の高揚」や「学校生活の充実」をもたらした。
高大連携を学校経営計画に位置付けて学校の特色化を図ることは、生徒の目的意識の喚起
や教職員の意識変化を招くなど、学校経営上の大きなメリットがあると考えられる。
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を持つ高校は別として、多くの学校、特に多様な
ニーズを有した生徒が多く入学してくるいわゆる
中堅校と呼ばれる高校にあっては、容易に特色化
を打ち出せない状況が続いている。
東京都の場合、公立高校（以降「都立高校」と
する）は、全日制課程で１８０校、私立高校もほぼ
同程度が設置されており、他の高校と異なった特
色を鮮明に打ち出すことは、学校としてのブラン
ド化にもつながり、さらに受検者数にも影響を与
えていることから、学校経営上避けて通れない課
題でもある。
そのような環境の中で、原知章（２００４）が述べ
ているように、高校の教育活動を補完し、多様に
展開できるということや生徒の学習に対する意欲
や目的意識を高め、生徒の進路選択を支援できる
などの意義がある高大連携は、都立高校の特色化
を図る上で有効なものと考える。
本報では、「接続答申」でも課題となっている
「主体的に進路を選択する能力・態度の育成」の
具体的方策の一つである「高大接続（以下「高大
連携」とする）」が、中堅校において生徒や保護
者、教職員にどのような意識変化をもたらしたの
か、S高校における実践を通して成果や課題を考
察し、学校経営の面から高校の特色化として打ち
出すことが可能かどうかを検証する。また、生徒
の動向に着目し、今後の高大連携の在り方にもつ
いても考察する。
２ 研究主題設定の背景
全日制課程普通科高校においては、上級学校進
学者数を特色化の一つとして掲げ、補習や補講の
実施体制を整え、それを数値目標として掲げてい
る高校は多い。また、中学生やその保護者は、高
校の進学実績や進路指導体制を調べ、それを高校
選択の材料の一つとしている。東京都教育委員会
は都立高校の中で優れた進学実績をもつ高校を
「進路指導重点校」に指定して多面的な支援を
行っているが、多くの都立高校には多様な進路希
望を持つ生徒が多く在籍し、進学を中心とした特
色化を打ち出すことに苦慮している。しかし、
「都立高校に関する都民の意識調査」（２００２）で
は、高大連携について多くの都民が期待している
という実態がある。
全国的には、少子化傾向の中で、将来の入学者
確保という観点のみからではなく、高大相互のメ
リットを視野に入れて高大連携を行おうとする大
学も現われてきた。高橋ら（２００６）の指摘するよ
うに大学を取り巻く環境も大きく変化し、大学に
は研究・教育とともに、社会貢献が強く求めら
れ、高校との新たな関係の構築が問われている中
で、高校にとっても大学との連携はキャリア教育
の充実や教育内容の多様化などに大きな効果が期
待される。
特に、高校が「高大連携」を特色化の一つとて
掲げることにより、生徒が未知なる世界に関心を
示し、在学中から大学の先にある将来に向けての
在り方・生き方を考えるよい機会となるととに、
進路を選択する能力・態度の育成にも繋がるもの
と期待できる。
広橋ら（２００２）は、我が国の思春期・青年期の
教育つまり中学校２年生頃から高校３年生頃まで
の教育で大きな課題の一つに、意欲的で探求的な
思考の欠落があると指摘しているが、これを脱却
できることも期待できる。
なお、「接続答申」で提示された以降、高校と
大学との連携、いわゆる「高大連携」が多くの大
学や高校で実施されるようになり、平成１９年に高
大連携した大学は前年度比で４７大学増の４８８大学
となった。（平成２１年６月文部科学省大学調査）
ただし、高大連携といってもその様態は様々
で、大学の通常の授業に高校生が大学生に混じっ
て受講する形態の連携は１９７大学（年度比で１３大
学増）である。そのうち、一定の受講時間を満た
せば、大学入学後に単位として認定している大学
は７３大学である。
文部科学省も高大連携の指針を打出し、多様な
取り組みを行っているが、その全体像は不透明
で、高校側の実践校からの実態報告や分析、検証
が行われていないのが現状である。この点を明確
にさせ、実践校での生徒等の意識の変化を探るこ
とにより、いまだに踏み出せない多く学校の参考
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資料に供したいと考えた。
３ 研究の方法と調査のねらい
分析には、Ｓ高校で発行した進路情報紙及び年
度末に実施している学校評価、そして高大連携参
加生徒の個別資料などを用いた。
まず、「高大連携」とその延長にある進路指導に
ついては、学校が発行している進路情報紙（以降
「進路指導室だより」とする）の紙面を分析する
ことにより、学校全体としての進路意識の変化が
読み取れる。なお、都立高校では学校内外に発行
する文書等については、全て管理職の許可を必要
としていることからも、進路指導室だよりは学校
の生徒・保護者向けた学校経営の意思表示と捉え
ることができる。これを活用して生徒や保護者の
動向や意識の変化を今後の方向性と関連付ける。
なお、「進路指導室だより」の集計について
は、高大連携を学校経営上の施策として、その実
施を教職員をはじめ保護者や地域の方々に周知し
た平成１９年度及び導入した平成２０年度の２ヶ年分
を分析した。さらにその２ヶ年と比較をするた
め、高大連携が全く学校経営の中で話題となって
いない平成１６年度の「進路指導室だより」を比較
のため調査した。毎号、「進路指導室だより」は、
紙面スタイルや字数もほぼ同じであるため、３年
分の見出し記事６５件と１６０２行にわたる内容の行数
を調査対象とし、それを「大学情報」、「受験情
報」、「高大連携」、「高大連携以外の連携」、「その
他」の５項目に分類して、高大連携を学校経上の
特色化として導入を宣言した年度及び実施した年
度を中心に、その相違を分析しながら学校内での
意識変化などを考察した。
次に、学校評価アンケート（以下「学校評価」
とする）を活用して調査を行った。東京都教育委
員会は、校長に対して学校経営計画を策定させ、
それを基にした教育活動の推進計画を提出させて
いる。その学校経営計画を教職員はもちろんのこ
と、保護者等にも提示し、理解と協力を求めるこ
とになっている。また、文部科学省（２００９）が学
校関係者評価として示しているように各都立高校
は、年度末に当該年度の教育活動を検証するため
に学校評価を実施している。その中で、ガイドラ
インに沿って客観性を高める評価項目を設定し、
今後の学校教育活動の方向性を探り、次年度の学
校経営計画に反映させるよう努めている。
その学校評価には、内部評価と外部評価があ
り、前者は生徒や教職員の評価であり、後者は保
護者や地域の方々、有識者の評価である。この評
価は教育活動に対しての客観的評価であるため、
分析の基礎資料として活用した。
分析に当たっては、学校評価を内部評価と外部
評価に分けて実施した。内部評価では全生徒を対
象として集計し、「学校外連携の必要性」、「高大
連携の必要性」、「進路情報の提供」、「学校生活の
充実」の四つの項目を通して意識の変化を追っ
た。さらに、内部評価に属する教職員の学校評価
ついては、学校運営の直接の当事者である教職員
の意識を把握し、それを活用していくことが今後
の高大連携を推進していく上で重要な鍵となる
め、教職員の取組み姿勢や学校組織としての在り
方について分析した。
また、外部評価である保護者と地域の方々から
の評価は「連携教育の必要性」、「進路指導」を通
して、学校外の視点からその変化を探った。
最後に、平成２０年度に高大連携に参加した生徒
２８名（２年生１５名、３年生１３名）についての意識
変化、とりわけ受講前と受講後の校内成績や出欠
席などを通して、生徒一人一人の変容を探った。
さらに、平成２１年度の大学の前期講座に通学した
高大連携に参加生徒２６名（２年生２名、３年生２４
名）についての動向も追跡跡査し、校内の成績や
出席状況との関係、さらに進学先の意思決定につ
いても分析査を行った。
４ 実践校の概要
実践校の東京都立Ｓ高等学校（以下「Ｓ高校と
する）は、東京都江戸川区の東部、千葉県との境
を流れる江戸川と近接し、都立高校で最も東に位
置している創立３３年目の全日制課程普通科高校で
ある。中学校からはほぼ中位程度の生徒が入学
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し、部活動が盛んな学校である。
平成１６年度から３年間、東京都教育委員会重点
支援校に指定され、特に部活動の活性化や中高連
携をテーマに取り組んできた学校でもある。平成
２０年度の全校生徒数は６８６名（平成２０年５月１日
現在）、そのうちの約６９％が江戸区に在住、続い
て江東区、葛飾区と続いている。この東京都東部
に位置する江戸川区、江東区、飾区の３区に在住
する生徒だけで全体の約９５％を占め、江戸川区在
住の生徒の割合は区内にある７校の都立高校の平
均値より約１０％高い（図１）。この地理的な条件
は高大連携の連携大学を選択する際に大きなウエ
イトを占める条件となった。
また、かつてＳ高校で問題行動が多発した頃の
印象をいまだに引きずっている地域の方々もい
る。そのため、「普遍的で個性的な文化の創造と
平和な国家及び社会の形成者を育てる」、「基礎学
力を培い、自ら学び考え行動する力を育てる」、
「互いの人格を尊重し、規範意識をめる」などを
教育目標に掲げ、「がんばる学校・努力する学
校・期待される学校」をスローガンに学校の「総
合力伸長」の達成を中期構想として「特色ある学
校・地域に開かれた学校」を学校経営の基盤に据
えて、教育活動を展開している学校である。
特に、「Ｓ高校から大学進学は困難」という保
護者の評価が定着している状況の中で、現実の課
題として入学時に約７０％占めている大学進希望者
が、卒業時の大学進学者が約３３．５％に留まってい
る現状を打破するため、学校の特色化を早急に打
ち出す必要があった。
同時に、一部ではあるが、自分の進路に希望を
持てず、授業への関心も希薄となり、さらには基
本的生活習慣の定着を図ることができない生徒も
見られ、結果として中途退学という形で学校を
去っていく者もいた（表１）。
なお、教職員は当初高大連携に対して積極的な
賛同を示さず、生徒にその意義を伝える担任です
ら反応は鈍かったが、「高大連携の学校経営上の
構想」を保護者・PTAに公表してからは、「早く
導入して欲しい」、「恩恵を得られない学年を少な
くして欲しい」などの要望と期待が多くの保護者
から寄せられた。これを背景にして校内に早々
「プロジェクトチーム高大連携」（以下「PT高大
連携」とする）を作り、その中で意欲的な複数の
主幹教諭を推進役に据えて導入することとした。
５ Ｓ高校における高大連携の導入経過と
実施上の課題
 １ 実施の方向性と構内体制づくり
三村ら（２００９）に述べられているように、キャ
図１ 都立Ｓ高校生徒の居住地域（上段）と江戸川
区内都立高校生徒の居住地域（下段）
表１ 都立Ｓ高校の過去６年間の中途退学者数と率
平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度
中退数 １９ １８ ２９
中退率 ２．７ ２．６ ４．２
平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度
中退数 １７ ２４ ３０
中退率 ２．４ ３．４ ４．３
（単位は上段人、下段％）
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リア教育の導入を通して通してその具体的な方策
が策定される中で、「生徒の職業観・勤労観」の
育成が提唱されることが多くなった。このこと
は、「今回の高等学校の教育課程の基準の改善の
基本的な考え方」（文科省（２００９））にも示されて
いる９）。
多くの都立高校も例外ではなく、キャリア教育
については、年間を通した全体計画を立て、それ
に基づいて計画的・組織的に推進してきた。
しかし、各都立高校においては、その実施計画
どおり各学年を横断的に展開するところまでは成
熟していないのが現状である。「夢」を育てるべ
き進路指導が結果的には一人一人の生きる意欲を
失わせる方向に機能しているという指摘もあり
（河合、佐藤（１９８６））、成果が現われるまでさら
に実践を積み重ねる必要がある。
このこともあってＳ高校では、キャリア教育全
体を通して生徒の「将来設計能力」を高めること
を目的に、高校３年間にわたるキャリア教育の活
動を見直した。この延長上に平成１９年４月、高大
連携を学校経営計画に盛り込み、本校の特色化と
して打ち出すことを全教職員に周知し、生徒の大
学の選択肢を拡大していく方針を立てた。その結
果、平成１９年度に連携大学１校と協定書を締結し
て平成２０年度から先行実施、平成２１年度にはさら
に３大学との連携に至った。
また、平成１８年４月、東京都教育委員会は、こ
れまでの事務室の名称を経営企画室に変更し、経
営企画室の学校経営参画機能を高めることとし
た。これを受けてＳ高校では、経営企画室の職員
も、「PT高大連携」に参加し、協力して推進さ
せることとした。
 ２ Ａ大学との協定書締結
学校から距離的に１時間程度の大学を条件に、
生徒のニーズのある大学、指定校推薦の有無、受
講したい学科の講座の有無などを調査して対象大
学を絞っていった。この間、生徒や保護者には全
校集会や PTA・保護者会を含め、ホームページ
などの機会を活用して情報や進捗状況を公開し、
理解と協力を求めた。また、「実施方針」を以下
の４点に定めた。
①土曜日の講座を受講する
②受講対象生徒は第２学年以上とする
③学校設定科目として１単位を認定する
④学校経営の特色化として打ち出す
その結果、平成１９年１２月にはＡ大学（女子大学）
と協定書を締結し、平成２０年５月から生徒の大学
への通学が始まった。前期講座（５月から９月）
に１５名（２年生５名、３年生１０名）、後期講座（１０
月から２月）に１３名（２年生１０名、３年生３名）
が毎週土曜日、大学生に混じって受講することに
なった。
この「実施方針」を基に、Ａ大学との間で合意
した基本方針は以下の８点である。
①受講受入れ学年は第２学年以上の女子とする
②受講料は無料、ただし教材費は実費とする
③受講資格は評定平均３．０以上、校長の推薦のあ
る生徒はそれ以下でも可
④高校での単位認定のための出席管理は大学が行
う
⑤高校は事前指導を行い、意欲の高い者を推薦す
る
⑥大学の定期試験を受験し、その評価を高校に連
絡する
⑦大学で取得した単位は、受講生が入学した場
合、そのまま履修したものとする。
⑧参加生徒全員がボランティア保険に加入する
 ３ 高大連携の拡大と課題
さらに平成２０年６月には、女子大学であるＡ大
学だけでは男子生徒の希望を満たすことができな
いことから、新たに男子生徒も受講対象となる大
学を捜すことになり、PT高大連携チームが中心
となって情報収集に当たった。その結果、約４ヶ
月を要して４大学と協議を行い、３大学と協定書
締結の準備に入った。各大学の対応はまちまち
で、生徒を送り出す側としては戸惑いを感じた。
また、教職員の負担が重くなりすぎないように、
高校での募集から名簿作成、受講カード発行まで
の一連の作業を大学が異なってもできる限り共通
のものとするよう、詰めの協議を大学と何度も重
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ねた。なお、実施までの課題は以下の３点であ
る。
①大学の出席管理の徹底
②学校行事や部活動等との日程の調整
③大学の受講対象講座の内容の開示時期
①についてはＡ大学と同様、受講生徒が大学に
登校した際、大学の教務部の机上に設置した出席
票提出箱に、氏名や講座名を記入して入れること
で解決した。同時に大学の講座担当教員にも可能
な限り出席を取ってもらうことを依頼した。
②については、生徒には無断欠席を厳重に禁止
することを事前指導で徹底し、当日のやむを得な
い欠席については、後日、高校の担任と大学の講
座担当教員に「欠席届票」を提出することとし
た。学校行事や部活動の公式戦出場などと重なっ
た場合には「公欠扱い」として、事前申告で高校
から大学に「公欠許可書」を提出することとした。
③については高校で最も苦慮したところであ
る。開講する講座は３月中旬頃に決定する大学が
多く、それを待っていたのでは高校での受講決定
までの作業が進まず、さらには３月の年度末で予
定されている卒業式や修了式、成績処理や学級編
成作業、成績通知表の発行、指導要録の作成など
に支障が生じることが予想される。年度末で最も
ハードな時期と高大連携の手続き作業が重ならな
いようにするためには、遅くとも２月下旬頃まで
には「高大連携」の一連の作業を終了する必要が
ある。しかしながら、大学から講座設定の連絡を
受けるのが３月上旬から中旬であり、さらにシラ
バスは４月中旬の発表であるため、大学の講座設
定の決定時期と高校の受講生とへの作業時期との
日程上のギャップが大きな課題となっている。
６ 学校評価調査等の分析
 １ 進路情報紙（進路指導室だより）からの分析
高大連携が全く話題となっていなかった平成１６
年度発行の「指導進路室だより」は、年間７回発
行され、見出し記事の合計は１０件（１記事を１件
とする）、紙面を構成している行数は２２９行であっ
た。見出し記事で最も多い「受験情報」は、受験
に対する心構えなど、受験に対する基本的な知識
を啓発することが目的であり、生徒や保護者にま
ず読んでもらえるための内容づくりに配慮してお
り、その見出し記事は５件で行数も全体の約５０％
を占めていた（図２）。その後に「その他」が続
き、定期考査試験の取組みや就職時の面接の留意
点など、ここでも生徒が「指導室だより」に少し
でも関心をもつような配慮がされている。なお、
「高大連携以外の連携」では、保育園でのボラン
ティア活動の参加を促す記事が一件あるが、高大
連携そのものに関するものは見あたらなかった
（図３）。
図２ 「進路指導室だより」の見出し記事数の年度
変化 （件）
図３ 「平成１６年度進路室だより」の行数分類
（２２９行・％）
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次に、平成１９年度の進路指導室だよりは、平成
１６年度と同様、年７回の発行であったが、１回当
たりの紙面数が多くなったこともあり、見出し記
事及び行数は増加した。具体的には、見出し記事
２２件、行数は７８５行となり、平成１６年度比で見出
し記事が約２．２倍、行数で３．４倍となった。この年
は、高大連携を経営方針に掲げ準備をした年であ
り、進路指導室だよりに見られる高大連携に関す
る見出し記事は３件で、行数では全体の８．２％を
占めていた。このことは高大連携が学校経営方針
の中に位置付けて周知を図ったことが反映された
もので、教職員も含め、全体的に高大連携の関心
が高まってきたことを示している。ただ、前期に
発行した進路指導室だよりには、「その他」の分
類項目で、従来と同様、定期考査の取組みや就職
の面接の留意点などが多く占めていた。このこと
は、前期までは従来から継承されてきた紙面構成
を変更させるまで教職員の意識を変えるまでには
至らなかったものと考えられる。
しかし、後期に発行した進路指導室だよりは、
学校経営方針に高大連携を強く打ち出したため、
これまでの紙面構成から脱却し、高大連携関係の
記事だけではなく、生徒や保護者のニーズに対応
した情報や指定校に関する情報など、これまでの
啓発的な紙面から、具体的に生徒が欲する情報の
提供へと紙面構成が変化してきた。このことは、
「高大連携」を学校の特色として導入を図ること
を契機に、特に、「指導室だより」を作成してい
る進路指導部に所属する教職員の学校経営参画意
識が高まってきたことを物語っているものと考え
られる。
最後に、平成２０年度は高大連携が開始された年
度であるが、その年度の「進路指導室だより」
は、高大連携の見出し記事数が前年度と同じ３件
と件数では変化はなかったが、行数としては前年
度より２ポイント増加し、全体の行数では１０．２％
を占めた（図４）。
同時に、「その他の連携」の分類項目で４件、
行数でも約３倍と大幅に増加した。このことは、
中学校との連携や大学の出前模擬授業の紹介、さ
らには前年度に大学進学を果たした卒業生との情
報交換会（OB・OG懇談会）のようすなど、「高
大連携」の流れに乗って「学校外連携」が全校的
に大きく取り扱われていったことを示している。
さらには、「受験情報」の見出し記事が前年度比
で１件増、行数で２．７倍に増加した。この内容は
平成１６年度と異なり、受験に関する応用的な知識
（具体的な選抜方法など）や受験対策を含めたも
ので、多くの生徒や保護者のニーズにリアルタイ
ムに反映した紙面構成に工夫され、学校全体の教
職員の意欲の変化や高まりが反映されている。
一方、これまで多くを占めていた進路指導の入
門的内容に当たる「その他」の分類項目は、見出
し記事で２件減少し、行数でも前年度比で約５分
の１と大幅に減少した（図５）。これは、学校と
して大学受験に対する意識や意欲を喚起する時期
を脱し、実際に合格するための意識や意欲に関心
図４ 「平成１９年度進路室だより」の行数分類
（７８５行・％）
図５ 「平成２０年度進路指導室だより」の行数分類
（５８８行・％）
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が移り、教職員のこれまでの受身的な進路指導か
ら、生徒や保護者の要求にできる限り応えていく
という積極的な進路指導へ変化してきた結果と考
えられる。平成１６年度の「指導室だより」に代表
されるように、生徒に関心を持ってもらえるよう
に身近な記事を掲載していた紙面構成から、生徒
の具体的にニーズに立った紙面構成に変化してい
る状況は、教職員の意識変化が進み、学校経営上
の特色化を意識した教職員と学校経営に参画する
ことに意義を感じた複数の教職員が主導して運営
していった結果と捉えている。
 ２ 学校評価からの分析
①内部評価の検討
高大連携に対する生徒の意識を「学校評価」を
通して分析した。調査は、平成１６年度から平成２０
年度までの５年間の学校評価の結果に基づき行っ
た。
まず、「学校外連携の必要性」について見る
と、Ｓ高校では高大連携を平成２０年度から導入し
たため、実際の高大連携に対する学校評価そのも
のは、平成２０年度分だけである。そのため、高大
連携についての評価は、平成２１年度以降の調査に
委ねる必要がある。これまでの学校評価を通し
て、「学校外連携」そのものに対する意識の変化
について比較し、さらに高大連携を導入した平成
２０年度とも比較した。また、平成２０年度について
は、実際に高大連携が導入され、各学年の反応を
分析するため、高大連携そのものの必要性につい
て学年別に比較分析を行った。同時に、高大連携
や中高連携は、学校の特色化の一貫として実施し
てきたが、これらが学校経営上の重要な指針であ
る「進路情報の適切な提供」や「学校生活の充
実」にどのような影響を及ぼしているのかについ
ても分析した。
なお、生徒による学校評価は東京都教育委員会
（２００２）が示した評価基準に従って実施した。評
価者は、当該年度に在籍した全校生徒である。
まず、「学校外の連携の必要性」についてみる
と、Ｓ高校は平成１５年度より、地域の中学校と
「中高連携」を実施している。内容は、「教員の
出前授業」や「部活動の交流」が主で、年次進行
で拡大をしてきた経緯がある。しかし、一部の生
徒や教職員だけが関わり、全校的な取組みになっ
ていないため、平成１９年度までの４年間を見て
も、「必要かどうか」については「大いに必要」
と「いくらか必要」を合わせてどの年度も約３割
を占めるが、「わからない」もほぼ同程度であっ
た。平成１６年度から平成１９年度までの４年間、そ
れぞれの項目での大きな変化を読み取ることがで
きないが、平成２０年度に「高大連携」を導入する
ことを平成１９年度に全校生徒に周知、平成２０年度
に実際に導入をした経緯の中で、平成２０年度末に
実施した学校評価を見る限り、大きく２つの変化
が認められる（図６）。
第一点目の変化は、「学校外連携」を「大いに
必要」とする回答が従前の約３倍となり、「いく
らかそう思う」という肯定的回答が、全体の
図６ 「学校外連携の必要性」の推移（生徒評価）
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６１．５％となったことである。
第二点目の変化は、「わからない」に回答した
生徒は、前年度比の２分の１以下となったことで
ある。これは、学校経営上の特色化づくりが時間
をかけて生徒に浸透していった結果であり、平成
２０年度になって複数の生徒が大学に通学している
実態や情報などから、「高大連携」を身近に感じ
始めたためではないかと考えられる。
同様に、平成２０年度の学年別の「高大連携の必
要性」についてみると、各学年ともに「大いに必
要」、「いくらかそう思う」を合わせた数値は約
６０％に達し、関心の高まりが認められる（図７）。
すでに高大連携を体験した第３学年だけではな
く、第１学年の関心の高さが顕著である。これ
は、平成１９年度に中学生３年生であった１年生
が、「高校説明会」でＳ高校を訪問した際、「高大
連携」の構想を本校の特色化の一環として繰り返
し説明され、「大学に高校から通学」というキャ
チコピーでも広報された結果、それに強い関心を
持ってＳ高校に入学した生徒が多いためではない
かと考えられる。このことは中学生対象の「高校
説明会」での中学生やその保護者からの質問から
も伺え、高大連携は中学生にとっても関心の高い
事柄である。一方、３５％近くいる「全く思わな
い」、「あまりそう思わない」あるいは「わからな
い」と回答した生徒への対応が今後の学校経営上
の課題として残されている。このため、「高大連
携」に参加した生徒のレポート展示や体験発表会
等を開催して、高大連携の様子を広く伝えること
や生徒の作品等を公開して、関心の低い生徒の意
欲を高める活動を積極的に実施する必要があると
考えられる。
次に、高大連携が学校の教育活動の活性化につ
ながっているか否かを検証するために、それと関
連する項目である「進路情報の提供」と「学校生
活の充実」について分析をおこなった。
「進路情報が適切に提供されているか」という
問いに対して、「学校外連携の必要性」と同様、
平成１６年度からの４年間には大きな変化は見られ
ない。しかし平成２０年度では、「いくらかそう思
う」が前年度比で８．７ポイント増加し、「あまり思
わない」「全く思わない」の否定的な回答は７．５ポ
イント減少している。このことは、「進路指導室
だより」の紙面構成の変化と同様、教職員が生徒
のニーズに対応して進路指導に当たり、年度末の
評価までに生徒に見える形となって現れてきたも
のと考えられる。平成１９年度に高大連携の構想を
掲げ、教職員はもちろんのこと、生徒や保護者に
も理解と協力を求めてきた。この成果が現れる平
成２０年度末までおおよそ２年間を要したことにな
り、高大連携の導入１年で、その成果が少しずつ
現れ始めたものと考えられる（図８）。
同時に「学校生活の充実」では、高大連携以外
にもさまざま要因が考えられるが、平成２０年度に
肯定的な生徒の割合が６７．８％となり、これまでの
６０％前後と比較すると１０％以上上昇している。ま
た、否定的な回答は減少している（図９）。
この肯定的な意見の増加の理由は、さらに分析
を加える必要があるが、高校３年間の目標、特に
進路指導の情報提供などを通して、将来への希望
図７ 「高大連携の必要性」の推移（生徒評価・平成２０年度）
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を持つようになった生徒が増えたことも一つの要
因となっているのではないかと考えられる。これ
は、平成２０年度卒業生の進路決定率が９１．９％に達
し、しかも大学進学率が例年３０％前半台から
４３．１％、短期大学と合わせると５７％に達したこと
によっても生徒の意識の変化が読み取れる。もち
ろん、少子化による影響もあり、大学は以前より
広き門となっている傾向にあるが、生徒自身が将
来への夢と意欲を満たさなければ進路指導は成り
立たない。学校経営上、「高大連携」は教育活動
の活性化を導き、教職員のモチベーションを上
げ、生徒の学校生活の満足度にも影響を与えてい
るものと考えられる。
なお、教職員のモチベーションの向上について
は、教職員評価の「連携教育の取組が十分に行わ
れているか」という項目に現れている。平成１５年
より実施されてきた「中高連携」は、一部の教職
員や生徒しか関与しないため、教職員全体として
の意識は極めて低く、平成１６年度から１８年度まで
の「いくらかそう思う」という消極的肯定の回答
が半数程度占めていることからも、積極的ではな
かった教員の姿が読み取れる（図１０）。しかし、
図８ 「進路情報が適切に提供されている」（生徒評価）
図９ 「学校生活が充実している」（生徒評価）
図１０ 「連携教育の取組が十分行われている」（教職員評価）
大妻女子大学紀要
―社会情報系― 社会情報学研究１８２００９１３６
平成１９年度の高大連携実施に向けての学校内外で
の周知、さらに平成２０年度の実施を通しての２年
間で、「大いにそう思う」という肯定的な回答が
大幅に増加し、「いくらかそう思う」という回答
を含めると平成２０年度では８８．５％あった。これは
学校経営上の高大連携の実施が、生徒の進路指
導、ひいては学校生活を充実させていく上で有効
であることを教職員が理解し、従来の消極的姿勢
から積極的姿勢に転じたことを意味し、学校経営
上、協力的な教職員が増えてきたことを示してい
る。
②外部評価の検討
まず保護者の反応を、「連携教育の必要性」を
通して分析した。平成１６年度の評価結果では「中
高連携」の必要性は、肯定的な回答だけで８１％に
達し、中高連携実施の背景ともなっていた。しか
し、継続していく中でその実態が不透明となり、
年度進行で肯定的な回答は減少の一途をたどって
いる。この肯定的な回答が増加に転じたのは平成
２０年度からで、なかでも積極的肯定の回答が前年
度比約１３ポイント増加した。同時に、平成１９年度
まで毎年１５％程度占めていた否定的な回答はゼロ
となり、「進路指導室だより」や「進路指導資
料」、「学校だより」や「学年通信」、「ホームペー
ジ」等で、中高連携や高大連携、特に高大連携を
広報してきた成果ではないかと考えられる。同時
に、「わからない」と回答した保護者も約３割い
た。そのため、今まで以上に「開かれた学校づく
り」を心がけていくことも必要である（図１１）。
また、「学校は適切な進路指導に努めている
か」の評価に対しては、前項の「連携教育の必要
性」と同様な傾向を読み取ることができた。平成
１９年度までの４年間は、「いくらかそう思う」と
いう消極的な肯定回答が圧倒的に高率であった
が、平成２０年度には「大いにそう思う」という積
極的な肯定回答が前年度比約４倍強まで増加し、
消極的肯定回答を半減させている（図１２）。高大
連携が生徒の進路指導に影響を与え、保護者も学
校から発信される多様な情報に関心を持ち、学校
の動きを見守っている結果であるものと考えられ
る。また、学校との信頼関係が構築されてきた結
図１１ 「連携教育が必要である」（保護者評価）
図１２ 「学校は進路指導に努めている」（保護者評価）
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果が形となって現れたものと考えられる。地域の
方々による評価も同様で、保護者のそれよりも平
成２０年度は大きく変化している。この兆候は平成
１９年度からみられ、地域の方々に参加していただ
く年間３回の学校運営連絡協議会での説明や学校
行事等への招待など、地域に向けて情報発信して
きた成果が現れたものと受け止められる（図１３）。
 ３ 参加生徒の変化の分析
①校内評定からの分析
平成２０年４月から始まったＡ大学との連携に、
前期講座１５名、後期講座１３名の生徒が参加した。
内訳は、３年生１３名、２年生１５名である。また、
前期講座に引き続いて後期講座にも参加した生徒
は、３年生２名、２年生４名の６名で、前期講座
とは異なった講座を受講した。
参加した生徒の校内成績である評定（以下「成
績」とする）の変化を分析してみる。Ａ大学との
協定には「平均評定（５段階）を３．０以上とし、
校長の推薦があればこれに限らない」という項目
がある。校長は「意欲」を重視し、校長面接でそ
れを確認することで、推薦を行った。従って、平
均評定３．０に満たない生徒も講座を受講してい
る。これらの生徒を対象に、受講前とその年度末
の成績を比べ、受講した生徒の成績に変化が見ら
れるか否かについて分析を行った（表２）。な
お、前期講座は前年度の３月に推薦書を提出する
ため、前年度末までの成績が受講直前の成績であ
り、後期講座は１０月から始まるため、受講年度の
第１学期末までの成績が受講直前の成績となる。
受講前と受講後の学校の成績を比較を行ったとこ
ろ、成績を上昇させた生徒は１６名（受講生徒の約
５７％）であった。また、受講前の成績を維持した
生徒は６名、成績を低下させた生徒は６名であっ
た（図１４）。成績を上昇させた生徒の中には、５
段階評定で０．５ポイント上昇させた生徒が２名見
られ、平均上昇値は約０．２７ポイントであった。今
回の調査では、成績の上昇した生徒は３年生の６
人に対し、２年生が１０名であり、２年生に成績の
伸びた生徒が多かった。このことは、３年生より
２年生の方が進路選択までに時間的な余裕がある
ため、受験科目に縛られずに自らの興味・関心に
基づいて履修する講座を選択し、意欲的に努力し
た生徒が多かった結果ではないかと考えられる。
また、大学の教員等から「高校の学習が基礎にな
るので、高校の学習をおろそかにしないで欲し
い」という指導を受けたことも影響している。
同時に、これまでの成績を維持し、結果として
受講前後の成績に変化が現れていない生徒は６名
であった。この層の生徒は、成績ではミドルクラ
スが多く、内４名が２年生である。
図１３ 「連携教育が必要である」（地域評価）
図１４ 高大連携参加生徒の成績変化（人）
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一方、下降した生徒は６名（２１．４％）、下降値
の平均は０．２５で、最大の下降値は０．５ポイントで
あった。そのうち３名は「高大連携」の推薦基準
である３．０を満たしていない生徒で、大学での受
講の負担が過重であったか、または高校での学習
の意欲を高めるまでに至らなかった結果ではない
かと考えられる。
また、前期講座と後期講座を重複して受講した
生徒６名の中で前期講座受講後に成績が上昇した
生徒は１名だけであったが、後期講座後に成績が
上昇した生徒は５名であった。残りの１名は０．３
ポイントも成績が下がっているが、もともといま
までの成績が４．８あり全校のトップクラスの生徒
であった。成績は、４．５に下がったものの、大学
の講義を受講する中で将来の進路を保育士に定
め、後期講座の受講へと進んでいった。これは、
前期講座の受講では学校の学習の成果まで結びつ
かなかったが、少なくとも大学の授業を通して専
門的学習に興味・関心を高めたことは、Ｓ評価を
大学からうけたことからも伺える。また、前期、
表２ 高大連携参加生徒の個別表
生徒 学年 受講前評定 学年末評定 評定の変動
受講前
年間欠席数
受講年度
年間欠席数
欠席の改善
連携講座
欠席数
大学受講
成績
備考
Ａ ３ ２．９ ２．９ ○ ２ １３ × １ Ａ 前期受講
Ｂ ３ ２．５ ２．４ × １７ ３０ × ６ 失格 前期受講
Ｃ ３ ２．５ ２．４ × ２２ ２９ × ２ Ｓ 前期受講
Ｄ ３ ４．１ ４．２ ◎ ０ １ ◎ ０ Ｂ 前期受講
Ｅ ３ ２．５ ２．５ ○ １６ ４３ × ０ Ｂ 前期受講
Ｆ ３ ３．８ ３．９ ◎ ３ ２ ◎ ０ Ａ 前期受講
Ｇ ３ ３．７ ４．０ ◎ ３ １ ◎ ０ Ａ 前期受講
Ｈ ３ ４．９ ４．５ × １ ６ ○ ０ Ｂ 前期受講
Ｉ ３ ３．５ ３．４ × １０ １７ × ０ Ｂ 前期受講
Ｊ ３ ３．３ ３．８ ◎ ４ ３ ◎ １ Ｂ 前期受講
Ｋ ２ ４．４ ４．４ ○ １ ０ ◎ ０ Ｓ 前期受講
Ｌ ２ ３．６ ３．６ ○ １２ １３ × １ Ｂ 前期受講
Ｍ ２ ３．３ ３．８ ◎ ０ １ ◎ １ Ａ 前期受講
Ｎ ２ ３．７ ３．７ ○ ２ ３ ◎ ０ Ａ 前期受講
Ｏ ２ ３．４ ３．６ ◎ ０ ０ ◎ ０ Ｂ 前期受講
Ｐ ３ ２．５ ２．９ ◎ ２ １３ × ３ Ｂ 前・後期
Ｑ ３ ４．８ ４．５ × １ １ ◎ ０ Ｓ 前・後期
Ｒ ３ ３．７ ４．０ ◎ ２ ２ ◎ ０ Ｂ 後期受講
Ｓ ２ ４．２ ４．４ ◎ １ １ ◎ １ Ｂ 前・後期
Ｔ ２ ３．５ ３．７ ◎ ２ ３ ◎ ０ Ａ 前・後期
Ｕ ２ ３．０ ３．４ ◎ ０ ０ ◎ ０ Ｂ 後期受講
Ｖ ２ ３．０ ３．０ ○ ６ １１ × ０ Ｂ 後期受講
Ｘ ２ ３．４ ３．６ ◎ １２ ２ ◎ ０ Ｂ 前・後期
Ｙ ２ ３．６ ３．８ ◎ ０ ０ ◎ ０ Ｃ 前・後期
Ｚ ２ ２．８ ２．３ × ０ ０ ◎ １ Ｂ 後期受講
ａ ２ ２．５ ２．７ ◎ ０ ０ ◎ ０ Ｂ 後期受講
ｂ ２ ２．９ ３．３ ◎ ３ ４ ○ ０ Ｓ 後期受講
ｃ ２ ３．０ ３．３ ◎ ２ ０ ◎ ０ Ａ 後期受講
◎改善 ○維持 ×改善なし
上山・茂泉：学校経営における高大連携の在り方についての一考察 １３９
後期を通して受講した生徒６名の大学からの成績
は、前期講座の成績でＳ（１００点満点で９０点以上）
が１名、Ａ（８０点以上）が３名、Ｂ（７０点以上）
が２名と全員が高い評価をもらっている。その成
績は後期講座においてもほぼ同じである（表
２）。
②欠席の動向からの分析
生徒の出席状況は、学習活動への意欲や学校生
活の姿勢を推し量る一つのメルクマールともいえ
る。ここで、「受講前の欠席数」は前年度一年間
の欠席日数であり、「受講年度欠席数」は受講し
た平成２０年度の１年間の欠席日数である。この両
者を比較して高大連携が欠席日数にどのような影
響を与えたか分析した。欠席日数には、健康状態
などさまざまな要因も考えられるが、全体の傾向
を分析することで、生徒の出欠席についての意識
変化を捉えることができるものと考える。
分析は、年間３回（学期１回程度）までの欠席
は許容範囲とし、それ以内ならば「出席意欲が高
い」と判断して前年度と比較した。その結果、前
年度に比較して欠席日数が年間３日以内に減った
生徒又は前年度も含めて欠席日数が年間３日以内
の出席意欲の高い生徒は１８名で、改善されなかっ
た又は前年度と同様欠席が多かった生徒８名を大
幅に上回った。なかには、前年度欠席数が年間１２
日間あった生徒が、大学の講座に通学した年度に
欠席が年間２日だけに改善された生徒も存在し
た。しかし、逆に前年度の２日から１３日へと欠席
が大幅に増えた生徒もおり、単純に大学の講義の
受講が、日常の学校生活に大きく影響を与えたと
いう傾向は認められなかった。
同時に、生徒の出席意欲は大学の講義の受講に
も直接反映されている。大学の講座、前期講座及
び後期講座ともそれぞれの期間の授業日数は平均
１４日で、ほとんどの生徒は欠席をしていない。し
かし、学校の欠席状況が改善されていなかった生
徒８名のうち、大学の講座を複数回欠席した生徒
の３名は、学校の成績が大学で示した受講資格の
成績３．０以下であり、欠席も多かったために大学
の授業についていけなかったことが考えられる。
そのうち１名は６回欠席したため定期試験を受け
る資格を失った。
このことは、「大学の講座の受講に参加した生
徒のほとんどは欠席もしないで通学したが、一部
高校の日常の授業に欠席が多い生徒は、大学の講
座にも欠席してしまう傾向にある」と判断するこ
とができる。高校側では一層、出欠席に対する注
意喚起など、事前指導を徹底する必要があること
が明らかとなった。
一方、平成２０年度の「高大連携」の実施によ
り、高校の日常授業に対する取り組み意欲や出席
に関する意識の面で、前年度と比較して成績が改
善され、同時に欠席も改善、もしくは欠席が少な
かった生徒の両方を満たす者は１４名にも上り、成
績も欠席状況も改善が図られなかった者３名の約
５倍となった。
「高大連携」に参加した多くの生徒の学校にお
ける成績の向上が見られ、欠席も少ないという状
況から、大学で講座を受講することが生徒たちに
対して、「目的意識の明確化」や「日常の高校生
活での学習意欲の向上」をもたらす効果となって
いる。このことは、３年生で参加した１１名（２名
は重複受講者）のなかで大学進学を果たした生徒
は９名（内短大２名）で、個々に大学進学という
受講前の目標を達成していることからも、「高大
連携」の効果が現われている。
なお、平成２１年度に新たに４大学の前期講座に
通学している生徒２６名の一学期の状況から分析し
ても同様の結果であった。具体的には、成績上昇
した生徒は１４名、前年度の成績を維持した生徒８
名で、成績を低下させた生徒２名と比較しても、
その効果が出ている。
欠席数についても一学期末の時点であるが、全
体的に少ない。欠席５日、３日、２日がそれぞれ
１名ずつ、１日の欠席が８名、無欠席が１５名で、
講座参加生徒の欠席総日数１８日（平均欠席数０．６９
日）で、参加者の前年度の学校での欠席総数９０日
（平均欠席数３．４６日）と比べても大幅に減少して
いる。
なお、平成２１年度に参加している生徒の中で、
明確に進路希望大学等を持っている生徒は、２４名
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で、これから決めるとしている２名を大幅に上
回っている。「高大連携」実施の２年目にして、
これを契機に生徒自身が自分の進路を考え、将来
に対する希望を抱いて参加する生徒が増えたこと
を示している。
さらに一つの分析の結果として、平成２０年度の
「高大連携」は、前期講座後よりは後期講座後の
方が受講生との学校における成績や欠席の改善の
効果が現れ、平成２０年度よりは平成２１年度の方が
さらに著しい効果がみられたと分析している。こ
のことは、時間的な経緯の中で教職員の指導や生
徒・保護者の意識・意欲が高まってきた結果でも
あると捉えており、学校改革を推進していく上
で、学校経営的には望ましいプロセスを歩んでい
ると判断した。
③ 生徒の感想文の分析
大学の講座を受講した後、事後指導の一環とし
て参加生徒全員に感想文の提出を義務付けてい
る。それを分析すると、受講した生徒２８名の中
で、「多いに満足」と回答した者は２５名で、残り
３名は「ある程度満足」と答え、否定的なものは
皆無であった。
次に、感想文に使っている語句の中で、「いい
経験になった」及び「楽しく受講できた」、そし
て「受講してよかった」や「進路を考えるきっか
けとなった」、「緊張した又は不安だった」の５項
目について分析した。
この分類は受講生徒の意識の変化に着目できる
もので、今後の「高大連携」のキーワードにもな
ると考える。なお、一人の感想文から同じ項目に
該当する語句は、１回のみの使用とした。
まず、１６名の生徒は「緊張もしくは不安を抱い
た」と感想を述べ、受講する前は緊張感や不安感
が高まっていたことがわかる。この緊張感や不安
の高まりは、「大学生と一緒に学ぶ学習について
いけるのか」というものが主で、受講回数が増え
るにつれてこの不安感は解消されており、高校側
では受講前後にわたって受講生に励まし続けてい
くことが必要であることがわかった。このことは
「楽しく受講できた」と回答した生徒が１８人であ
ることからもわかる。
次に、「受講してよかった」もしくは「いい経
験になった」と述べた生徒は２４名に達し、ほとん
どの生徒がこの語句を使用して受講を肯定的に表
現している。自分で受講講座を選択し、自分の意
志で参加した生徒の多くが「達成感」や「成就
感」を得ていることが、高大連携の成果と捉えて
いる。
さらに、「進路を考える契機となった」「受講し
て進路選択に確信をもった」などの感想を書いた
生徒は１７名に上り、参加生徒の約６０．７％が将来に
向けた「在り方・生き方」を考える契機となり、
高校生活の中で初めて体験した「将来への希望の
第一歩」となっている。このことは、高大連携の
意義と捉えている（図１５）。
なお、この「進路を考える契機となった」の項
目には、「進路の方向性が高まった」及び「将来
に向けて頑張る」並びに「将来に向けてのステッ
プアップを目指す」という語句も含んでいる。つ
まりは、「受講申し込みから受講前までの生徒
は、「緊張感」と「不安感」で一杯であったが、
受講して時間的な推移とともに楽しく勉強がで
き、同時に進路について考える契機となった。も
しくは、進路の方向性を確信した」など、生徒
個々の意識を変化させている。
図１５ 生徒の感想文の内容
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７ 結び
中央教育審議会では第１４期以降、教育における
形式的な平等の重視から個性の尊重への転換や一
人一人の能力・適性に応じた教育の実現を目指
し、その実現のための学校間の接続の改善を図る
ことが必要であることを提言してきた。これを受
けて、高校と大学の連携を拡大し、個人の持つ多
様で特色ある能力や個性を効果的に伸ばしていく
ことが求められてきた。この間、文部科学省は大
学の教員により、高校生が学問の紹介や講義を受
けることによって大学の学問に触れ、学問の面白
さや楽しさに気付き、その後の学習の動機付けと
なるようにすることを一層推進することの必要性
を訴えている。
斉藤孝（２００７）は、「学ぶということについて
基本になるものとは何か。これは自分自身が学べ
ることによって喜びを得たという経験が在るこ
と、すなわち学ぶということは、ものすごく楽し
いことなんだというはっきりとした自覚があると
いうことである。」と述べているように、このこ
とは、学ぶ面白さや楽しさを学ばせることを通し
て、関心・意欲・態度を育成していくことにほか
ならない。
今回、進路情報紙である「進路指導室だより」
からは、従来の大学受験の案内などの啓発情報の
発信に限られていたものが、学校経営計画に位置
付け、翌年高大連携を実施した年度から紙面が改
善され、見出し記事をはじめ紙面行数も増加し
た。さらに紙面の内容も、生徒や保護者のニーズ
を反映したものが増え、質的変換を果たしてい
る。とりわけ、高大連携に関する記事が増え、
キャリア教育の一環に位置付けて質的・量的改善
を図っていることからも、紙面作成担当教員の意
識改革が果たされて前向きな姿勢に変化していっ
たことが明らかになった。
現に、このことを契機として学校経営参画に意
欲を示す複数の教職員が学校運営の中心となって
主体的に参画する姿勢を持ちはじめたことから
も、「高大連携」は学校経営の活性化に直結する
ものと捉えている。
次に、「学校評価」を通して考察すると、「高大
連携」を導入してから約１０ヶ月後に実施した生徒
の評価に大きな変化が生じている。「高大連携」
に期待する生徒の声が６０％以上にも上り、それが
学校生活の充実度にも反映している。この「高大
連携」は、教育活動の活性化を促す大きな力と
なっている。
なお、主体的に経営参画の姿勢をもつ教職員の
出現が、生徒の直接の進路指導等にも表れ、学校
評価にある「進路情報の適切な提供」にも明確に
反映されている。このことが、生徒が満足する進
路指導にも波及しているものと考えられる。
同時に、教職員評価においても、「連携教育の
取組み」の評価が平成２０年度を契機として大きく
変化している。このことは、「高大連携」が多く
の教職員に学校経営上の施策である特色化づくり
の一環として受け止められ、スピーディに浸透し
ていったものと捉えられる。
加えて、保護者や地域の方々からの評価でも、
実際導入後の平成２０年度に大きな変化が表れ、積
極的な肯定評価が寄せられている。このことから
学校に対しての期待とともに高い信頼を得られて
いることがわかった。これは高大連携の成果や生
徒の充実度が保護者や地域の方々に直接伝わり、
それを通して関心が高められた結果ではないかと
考えている。このことは、学校の教育活動の透明
性が効果を現していることで、学校そのものの根
幹である保護者や地域の方々からの信頼を得てい
ることでもある。同時にこのことは、学校改革推
進の原動力になっていることを意味している。
さらに、「高大連携」の大学講座を受講した生
徒の変化は顕著である。もちろん、講座の受講を
希望する生徒の意欲・関心が高いのは当然である
が、将来の自分の在り方・生き方を考察していく
過程で、日常の学習も、出席の意欲も高められて
いくことが理解できた。実際、成績と欠席状況
（年間欠席が皆無である生徒も含む）の両方が改
善された生徒は１４名に達し、いずれかが改善され
た生徒の１１名を加えると、全部で２５名の生徒が何
らかの形で改善を示している。その延長上で進路
希望を明確に決定した生徒も多く、それを踏まえ
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て日常の学習にも自信を持って臨み、主体的に教
育活動に参加する生徒を出していると捉えてい
る。このことは、平成２１年度に受講している２６名
も同じ傾向を示している。学校の欠席が少なく、
成績も改善し、さらに進学希望先もほとんどの生
徒が決定して参加していることからも、高大連携
の効果は生徒にとっても大きい。
生徒の個性を効果的に伸ばしていく方法の一つ
が高大連携であり、大学の教員や講義、施設・設
備等に触れることにより、日常の学習の動機付け
となっている。つまりは、九州大学の吉本圭一氏
や山田裕司（２００５）に述べられているように、大
学で講座を大学生と一緒に受講することにより、
「大学像をより具体的に確認する機会」となり、
一層の「目的意識の明確化」、「日常の学校生活で
の学習意欲の喚起」をもたらす効果をもたらして
いる。「少なくとも受講した生徒が大学に関心を
持ち、進学先を決定しようという考え、行動に繋
がっている。」という担任のコメントだけではな
く、学校経営上からも教職員の意識喚起と保護者
との信頼関係の向上、地域社会からの期待感の向
上、生徒自身の意欲の喚起や主体的な行動と自信
の高揚などの視点に立っても、地域の教育機関と
連携することにより、学校総体としての「活力」
が芽生えていく。
現在、学校の役割は授業時間の確保や授業の質
の向上、新教育課程の編成・実施に向けて精一杯
取り組むことである。しかしながら、学校の役割
はそれだけではない。「学校や教職員が、生徒の
意欲・関心を高めるなどをして生徒のたちの心に
灯をともすことで、学習や生活の全てにわたって
活き活きと活動的になることがある」と堀内
（２００９）は述べている。高大連携はまさに、生徒
の将来に向けた生き方・在り方に灯をともし、学
校生活はもちろんのこと、多くの面にわたって活
き活きとした活動を促している。そのことで教職
員も変わる。言わば「生徒が変化することで教職
員も変化する」という構図は、学校経営に携わる
者にとって理想的な変容の図式である。
文科省の勝野頼彦（２００４）は、高大連携の深化
の中で高校教育に対し提言を述べている。このこ
とは今後の高大連携の在り方の参考となる。一歩
踏み出したばかりの高大連携実施初年度の調査
で、「高大連携」の参加者の中には十分に意義を
理解し、学習を深める機会と捉えることができる
生徒の存在が明らかになった。
さらに教職員も主体的に学校経営に参画するこ
とに意義を見出した者も複数見られ、学校全体と
しての「総合力」が伸長し、それが教育活動その
ものを牽引する力となったことは事実である。今
後高大連携を推進していく中で、一層期待をもて
ることである。
このことからも高校においては、高大連携に対
する態勢を組織的・計画的に進め、大学とそれぞ
れの状況を共有し合いながら取り組んでいくこと
と同時に、さらなる進展を図るためには高校もで
きることは積極的に行って、「高大の双方化」の
工夫を行い、それらを学校経営に明確に位置付け
て、高校の本来の教育スタンスを確立する中で実
施することが極めて有効と考える。
また、大学においても、高校生に学問のおもし
ろさを伝え、高校生の進路希望をより適切なもの
とするために、ひいてはより高い意欲を持った学
生を入学させるために、高大連携の在り方を積極
的に検討することが必要な時期にきているものと
考える。
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A Study on the Role of the Coordination between Upper
Secondary Schools and Universities in School Management
SATOSHI UEYAMA*,YOSINORI SIGEIZUMI**
*Otsuma Women’s University, **Tokyo Metropolitan Mitaka High School
Abstract
High schools are struggling for unique features, especially on the middle level school
level. One of the Tokyo Metropolitan High Schools introduced a coordination plan with
universities in 2008. We studied the effects of this system and concluded that it has sev-
eral advantages that could be one of the most effective policies in school management.
The analysis is made up of three methods.
First, Newsletters from guidance counselors : The number of articles and lines in the
newsletters has increased and the content has improved. It reflects change occurring in
the consciousness of teachers in charge.
Second, the school assessment shows that positive comments and responses increased
since the introduction. This proves that there were positive changes in the consciousness
of both students and teachers as well.
Third, 28 students participated in this system : 14 of them improved in both of grade
and attendance, while 3 showed no improvement in either of them. Attending university
classes gives the students a sense of purpose, accomplishment and satisfaction with their
school life.
This survey verified that the coordination with universities has great advantages for
upper secondary schools in the school management.
Key Words（キーワード）
school management（学校経営），the coordination between upper secondary schools and
universities（高大連携），school assessment（学校評価），school reform（学校改革），
career education（キャリア教育）
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